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研究成果の概要（和文）：本研究は、鉄筋コンクリート(RC)造の脆性破壊部材を含む架構の耐震性能の評価法を開発し
、現在は個別の性能評価法が適用されている新築・既存・被災建物に統一的に適用可能な耐震性能評価法を開発するこ
とを目的とした。建物の性能として、構造部材の損傷量に基づく修復性と残存耐震性能に基づく終局安全性を対象とし
(1) 脆性破壊後の部材の耐力低下挙動の解明とモデル化、(2) 耐力低下部材を含む架構の挙動解析、(3) 部材の損傷量
と架構の残存耐震性能の評価、(4) 架構の安全限界状態の評価法の提案、及び、(5) 架構の修復限界状態の評価法の提
案を行った。

研究成果の概要（英文）：An evaluation method of seismic performance for reinforced concrete frame structur
e including brittle members was developed. The developed method is applicable to seismic performance evalu
ation uniformly for new, existing and damaged buildings with higher accuracy. Repairability evaluation bas
ed on damage to structural members and structural safety based on residual seismic capacity are focused on
 in this study. Major items investigated are (1) development of analytical model for deterioration shear c
apacity of brittle members, (2) analysis on behavior of frames including members with brittle failure mode
, (3) evaluation of damage in structural members and residual seismic capacity of frames, (4) proposal on 
estimation of safety limit state, and (5) proposal on estimation of repairability limit state.
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
我が国の建築構造物の耐震設計法は、1981
年の保有水平耐力法で終局安全性の確保、
2001 年の限界耐力計算法で性能評価型設計
へと発展してきた。その中で鉄筋コンクリー
ト(RC)構造では、せん断破壊など脆性破壊を
防止し靭性能を確保し終局安全性を確保す
ることに研究の重点が置かれてきた。一方で
阪神淡路大震災以降の地震被害では、倒壊は
免れたものの補修が困難で改築を余儀なく
された事例も発生したことから、被災程度の
定量的評価の重要性が指摘され、RC 部材の
損傷評価に関する研究も行われるようにな
っ た （ 内 田 、 前 田 ら ： JCI 論 文 集
27-2,pp.1201-1206, 2005など）。AIJの「耐震
性能評価指針」（2004）には、研究代表者・
前田が開発した手法に基づく部材の最大残
留ひび割れ幅評価法や架構全体の残存耐震
性能評価法が取り入れられているが、これら
は地震後の耐震安全性の観点から被災度を
評価するもので、修復性能の評価の指標とは
なりえておらず、修復性能の評価法の開発は
残された課題である。 
 現在の新築建物の構造設計・性能評価は、
電算プログラムを用いた荷重増分解析
（Push-over解析）が主流で、RC部材のせん
断破壊など脆性破壊し耐力低下すると、解析
が続行できなくなるため、その時点を建物の
終局限界状態とするか、全部材を靭性部材と
なるように設計が行われる（2007年版技術基
準解説書）。これは安全側の設計とも言える
が、設計の自由度を奪う結果になっている。
既存建物の「耐震診断基準」（建築防災協会、
2001）では、脆性破壊部材を含む架構の耐震
性能を略算的に評価することができるが、新
築建物の設計には適用できない。米国でも、
耐震診断基準である ATC- 58(35% Draft)で、
同様の試みがなされているが、具体的な評価
手法の提案には至っていない。 
研究代表者・前田は、RC 構造に関して、
既存建物の「耐震診断基準」、被災建物の「被
災度判定基準」（建築防災協会、2001）、新築
建物の耐震設計・性能評価指針類の開発に携
わってきており、（それぞれの対象構造物の
特徴はあるが）これらに別個の評価手法を用
いることは不合理・不経済で、既存・被災・
新築建物を網羅する耐震性能評価法が必要
と考えてきた。 
 
２．研究の目的 
以上のような背景から、本研究では、鉄筋
コンクリート(RC)造の脆性破壊部材を含む
架構の耐震性能の評価法を開発し、現在は個
別の性能評価法が適用されている新築・既
存・被災建物に統一的に適用可能な耐震性能
評価法を開発することを目的とした。脆性破
壊部材を含む架構の解析手法を確立するこ
とで、新築・既存建物の双方を統一的手法に
よる高精度な安全性能評価が可能とする。ま
た、RC 梁・柱部材の残留ひび割れ幅の評価

モデルやひび割れ長さ評価モデルを拡張し、
構造部材の残留ひび割れ長さ・幅の分布、コ
ンクリート圧壊面積など損傷量評価の高度
化を図る。さらに層崩壊型架構の残存耐震性
能評価法（被災度判定基準）を梁降伏型全体
崩壊形や破壊モードが混在する崩壊形の構
造物に適用できるように発展させ、部材の損
傷から架構全体の耐震性能を評価する方法
へと発展させる。 
 
３．研究の方法 
本研究で検討の対象とする性能は、構造部
材の損傷量に基づく修復性と残存耐震性能
に基づく終局安全性とした。検討では、(1) 脆
性破壊後の部材の耐力低下挙動の解明とモ
デル化、(2) 耐力低下部材を含む架構の挙動
解析、(3) 部材の損傷量と架構の残存耐震性
能の評価、(4) 架構の安全限界状態の評価法
の提案、及び、(5) 架構の修復限界状態の評
価法の提案を行った。 
(1) 脆性破壊後の部材の耐力低下挙動の解明
とモデル化 
まず、過去に行った柱が脆性破壊する 1層

2 スパン架構（耐震診断の高度化研究）の実
験結果に対して、芳村ら提案している「破壊
曲面縮小」という概念（AIJ 構造系論文集, 
No.618, pp.191-197, 2007）の適用性を検討す
るとともに、部材モデルを改良した。 
脆性部材を含む架構の静的載荷実験を行
い、開発した部材モデル、解析プログラムの
検証を行った。 
(2) 耐力低下部材を含む架構の挙動解析 
 耐力低下型の架構の静的解析には、一般
的な荷重増分法が適用できないため、変位増
分法による骨組解析プログラムを開発した。 

(1)で開発した耐力低下・軸縮みを考慮でき
る部材モデルを骨組解析に適用するために
は、部材の損傷や降伏による剛性低下による
各ステップの各層の変位増分を振動モード
形に基づいて正しく評価する必要がある。そ
こで、各ステップの剛性マトリクスの固有値
解析から 1次モード変位ベクトルを算出し変
位増分解析を行うプログラムに改良し、解析
のためのアルゴリズムを開発し、解析プログ
ラムとしてまとめた。 
最終的には、脆性部材を含む架構のパラメ
タリックスタディにより、性能評価の検討を
行った。 
(3) 部材の損傷量と架構の残存耐震性能の評
価 
研究代表者・前田が開発に関わった被災度
判定基準（建築防災協会、2002）では、柱部
材の損傷指標として、部材のエネルギー吸収
能力の低下割合を推定する指標である耐震
性能低減係数 ηを用いているが、検証に用い
た試験体数の制限や、最大ひび割れ幅のみに
着目しているなどの問題がある。そこで、過
去の実験データベースと本研究の実験結果



を用いて損傷量評価法の検証を行うととも
に、損傷量と残存性能 η の関係を分析し、η
と関連付ける損傷量の提案を行った。 
また、従来の架構全体の残存耐震性能 Rの
評価法は、層崩壊型建物を前提としているの
に対して、比較的新しい中高層建物で想定さ
れる降伏型全体崩壊形や、様々な破壊モード
が混在する架構も対象に検討を行った。 
(4) 架構の安全限界評価法の提案 

(2),(3)で開発した部材モデルや骨組の損傷
量・耐震性能残存率モデルを用いて、安全限
界状態の評価法を提案する。評価法としては、
架構の Push-over 解析と等価 1 質点系の応答
に基づく限界耐力計算法を、地震被災建物や
耐力低下架構に適用することを検討した。 
上記により求まる倒壊限界変形に、安全率
を考慮することで、性能評価における安全限
界変形を求めた。 
(5) 架構の修復限界評価法の提案 
 被災建物の修復の可否の判断基準の中で
重要な要素は、修復に要する費用と時間であ
り、これらを評価するためには柱・梁部材な
どの構造躯体の損傷に加えて、非構造部材や
設備機器などの損傷評価や復旧費用のモデ
ル化が必要であり、これらの評価法を検討し
た。また、建物の機能や残存供用期間に基づ
いて修復の可否を判断するためのフローを
検討した。  
 
４．研究成果 
本研究では、RC 造純ラーメン架構を対象
として、変形性能や破壊モードの異なる部材
から構成される RC 造架構の修復性能および
終局安全性能の評価法について検討した。主
な研究成果は以下である。 
 (1) 脆性破壊後の部材の耐力低下挙動の解
明とモデル化 
架構の安全限界状態を精度よく評価する
ために、部材、特に軸力を支持する柱部材に
ついて、脆性破壊後のせん断及び軸耐力低下
挙動を解析するための、耐力低下型復元力特
性モデルと軸縮み変形を考慮できる部材モ
デルを開発した（論文②、⑥）。図 1 のよう
に軸縮みが発生した柱では、コアコンクリー
トが圧壊して耐力を失い、主筋のみが軸力負
担すると仮定し、軸変形と軸耐力の関係をモ
デル化した。このモデルにより、架構実験の
挙動が概ね評価できる（図 2）ことを明らか
にした。 
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図 1 p-δ効果による付加曲げ応力 
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図 2 耐力低下モデルと実験結果の比較 
(2) 耐力低下部材を含む架構の挙動解析 

(1)で開発する部材モデルを組み込んだ骨
組の Push-over 解析を行うプログラムを開発
した（論文⑨）。部分的に耐力低下が生じる
架構では、その層の水平剛性・耐力が低下し
て、変位分布や地震力分布が変化するため、
従来一般的に用いられている Ai 分布に基づ
く荷重増分解析法が適用できない。そこで、
倉本（AIJ論文報告集、587号,pp.69-76,2005）
らのModal Adaptive Pushover Analysis法など
固有値解析に基づく変位増分解析の適用性
を開発した解析プログラムを用いて検討し
た。図 3に示すような部分的に耐力低下が生
じる部材を含む架構モデルと過去に行った
架構実験結果を用いて、脆性部材破壊後に応
力が再配分されるメカニズムを明らかにし、
架構を構成する一部の部材が脆性破壊して
耐力低下した後に、せん断力や軸力が周辺の
部材に再配分され、架構全体としての耐震性
能を維持する限界の評価法を検討した。 
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図 3 耐力低下部材を含む架構モデル 
(3) 部材の損傷量と架構の残存耐震性能の評
価 
 前田らが提案している RC 柱・梁部材の残
留ひび割れ幅・長さの評価モデルを拡張し、
ひび割れ幅ごとの総ひび割れ長さ、圧壊面積
などの損傷量評価モデルを開発した。また、
最大残留ひび割れ幅に基づく損傷度から評



価している柱・梁部材の耐震性能低減係数η
について、既往の実験結果を分析し損傷量や
破壊モード・変形性能に基づき定量化した
（文献③）。 
 また、異なる破壊モードの部材の耐震性能
低減係数ηを用いて、図 5のように種々の崩
壊形を有する架構の残存耐震性能Rを評価す
る方法を提案した（論文⑤，⑧，➉）。 

 
図 4 部材の耐震性能低減係数ηの検証 

 

図 5 架構の崩壊形と残存耐震性能 Rの算定 
(4) 架構の安全限界評価法の提案 
 (2)で開発した耐力低下する部材の復元力
モデルを架構の Push-over 解析に組み込み、
限界耐力計算法に基づいて、倒壊限界変形を
求める方法を提案した（文献①、②、⑨）。
図 6に示すように、想定する地震動に対する
応答スペクトルと、建物の等価 1質点系の荷
重変形関係曲線状の各点における保有耐震
性能指標を求め、保有耐震性能指標が最大と
なる点を倒壊原型変形と定義する。図 7に示

すように、応答スペクトルに基づく倒壊限界
と動的解析結果を比較し、この定義の妥当性
示した。この倒壊限界変形に適切な安全率を
考慮することで、安全限界変形を求めること
を提案した。 

 

図 6 倒壊限界変形の定義 

 

図 7 静的解析と動的解析における倒壊限界 
(5) 架構の修復限界評価法の提案 
 (2),(3)で開発した部材の損傷量評価モデル
から、ひび割れ幅・長さ、剥落面積などの躯
体の損傷量を評価し修復費用・時間を予測す
るモデルを開発した。さらに、非構造部材の
損傷確率に基づいて損傷量を評価し、これら
を総合して、建物全体の損傷量指標 Idm を算
定する方法（図 8）を開発した（文献④、⑪）。
さらに、図 9に示すように、地震被害を受け
た建物の残存供用期間とライフサイクルコ
スト（LCC）の関係に基づいて、修復限界を
決定する方法を開発した（文献⑦）。 

 

図 8 損傷量指標 Idmの算出フロー 



 

図 9 修復限界決定手法のフロー 
(6) まとめ 
 以上のように、本研究では、鉄筋コンクリ
ート造建物を対象に耐震修復性能および安
全性能を部材の損傷などに基づいて定量的
に精度良く評価できる手法を開発した。この
手法により、新築建物の耐震設計における保
有水平耐力計算や限界耐力計算が高精度化
され、また、脆性部材を含む構造物の設計が
可能になるのみならず、既存 RC 造建築物の
耐震診断や震災建築物の被災度判定も同一
の性能評価法で行うことができるようにな
るなど、RC 造建物の構造設計・性能評価の
精度を向上させ合理化するための技術が提
供された。 
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